お泊りデイサービスに関する国の指針に対する県の対応について

　

近年、指定通所介護事業所等の設備を利用して介護保険制度外の宿泊サービスを提供する事業所（以下「宿泊サービス事業所」という。）が増加しています。

　このため、静岡県では平成26年５月1日に「静岡県における指定通所介護事業所等で提供する宿泊サービスの事業の人員、設備及び運営に関する指針」（以下「県指針」という。）を定めて事業者に遵守を求めてきましたが、厚生労働省がお泊りデイサービスの届出を義務付けるとともに、平成27年４月30日に「指定通所介護事業所等の設備を利用し夜間及び深夜に指定通所介護等以外のサービスを提供する場合の事業の人員、設備及び運営に係る指針について」（以下「国指針」という。）を定めたことから、静岡県においては、宿泊サービス事業所に対して国指針の遵守を求め、県指針は廃止することとします
☆　経過
平成26年５月１日　 静岡県がお泊りデイサービスに関する指針（県指針）を施行

平成27年４月１日　 厚生労働省が基準省令と解釈通知を改正し、お泊りデイサービスの届出を義務付け

平成27年４月30日  厚生労働省がお泊りデイサービスに関する指針（国指針）を施　　　

　　　　　　　　　　行

☆　国指針と県指針の主な相違点

	
	国指針
	県指針

	宿泊サービスの連続利用
	緊急時や短期的利用に限る。ケアマネ等と密接に連携を図る。
	連続利用の上限30日。要介護認定の有効期間の概ね半数を超えない。

	個室以外の宿泊室
	１室あたり４人以下。個室以外はパーティションや家具でプライバシー確保（カーテンは認めない）
	個室以外はプライバシー確保

	宿泊サービスを提供する場合の届出
	指定権者に開始、休止、廃止の事前届出、10日以内に変更届をする。届出内容等は介護サービス情報システムで公表する。
	６／１現在の状況を６月末までに報告。新規は速やかに県に報告。県はこの内容を公表する。


☆　県の方針

（１）内容

県指針は廃止し、国指針に基づいて事業者を指導します。また、県ホームページ公表の内容は、介護情報システムによる公表に移行します。（平成27年7月以降）

（２）理由

県指針の制定の際、国指針が出された場合には県指針よりも国指針を優先することとしており、今回国が従うべき基準・指針を示したこと。また、内容も県指針の内容をほぼ網羅しており、大きな相違がみられないこと。







